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政官とスクラム

特 集  東電の罪と罰

　2011年5月1日は東京電力にとって
記念すべき日になるはずだった。
　今をさかのぼる60年前。連合国軍
総司令部（GHQ）はポツダム政令によ
って日本列島を9分割し、各地域に発
電、送電、配電事業を一手に担う独占
会社を作るよう指令した。この「電力

再編成」により、東電が産声を上げた。
　以来、9電力の地域独占体制が一度
として揺らいだことはない。電力業界
の盟主である東電は、戦後経済を動か
す政官の勢力と手を結び、財界首脳の
座にも届く高みへと上り詰めた。
　東電中興の祖で、長く経済同友会代

表幹事も務めた故・木川田一隆（社長
在任1961～71年、会長在任71～76年）
は「企業の社会的責任」「質的経営」を
唱えた。日本企業が高度成長の担い手
として事業を拡大する一方、公害問題
に直面する中、木川田はオピニオンリ
ーダーとして存在感を高めていった。

原発共同体の過ち
東京電力は、幾度も事故を起こし、それを隠蔽し、発覚するたびに謝罪してきた。
それでも、なぜ過ちを繰り返してきたのか。なぜ教訓は生かされなかったのか。
安全神話を過信した政治家、官僚らの運命共同体を誰も崩せなかったからだ。

写真3点：時事通信

年

事故と隠蔽と謝罪の歴史
東京電力を巡る原子力発電と電力自由化の流れ
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福井県敦賀市
の高速増殖炉
「もんじゅ」でナ
トリウム漏れが
発生した

1

1

茨城県東海村の
JCOで起きた臨
界事故では作業
員2人が死亡した

柏崎刈羽原発は
ひびが入った炉心
隔壁を検査するた
めに停止した

中
央
省
庁
再
編

2

3

3
2

注：表中は敬称略
出所：原子力資料情報室編『原子力市民年鑑2010』、東京電力編『関東の電気事業と東京電力』など
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　その理念を実現するため、「コスト
の低い、クリーンなエネルギー」を模
索する電力会社は原子力発電に行き着
く。福島県出身の木川田は当時、同県
選出の衆院議員・木村守江、同県知事・
佐藤善一郎らと結び、大熊町と双葉町
の旧陸軍航空基地跡地に、東電初の原
発を建設する。それが今回、事故を起
こした福島第1原発にほかならない。
　以来、東電の歴史は原発と不可分に
なった。73年、79年と2度の石油ショ
ックで、日本経済は「脱石油」路線を
余儀なくされた。79年の米スリーマ
イル島原発事故、86年の旧ソ連・チェ
ルノブイリ原発事故を経験し、世界の
エネルギー政策の潮流は「脱原発」へ
と大きく傾いていくが、日本は黙々と
原発を造り続けた。
　海外で様々な原発事故が起きるたび、
推進派は「このような事故は絶対に日
本では起きない」という常套句を繰り

返した。今回の事故に接しても、東電
会長の勝俣恒久は3月30日の会見で
「最近は少し安定してきた」と語り、危
機意識の薄さをのぞかせた。

本流は「総務部」から「企画部」へ
　未曾有の大惨事に直面して、なぜこ
れほどリスクに鈍感でいられるのか。
そこには次々と降りかかる危機を潜り
抜けてきた、東電の図太さがある。そ
れを支えてきたのが、政治との関係だ。
　木川田に続く水野久男（社長在任71
～76年）、日本経済団体連合会会長に
上り詰めた平岩外四（同76～84年）、
那須翔（同84～93年）、荒木浩（同93
～99年）まで4人の歴代首脳はすべて
総務部出身。東電総務部は永田町や霞
が関との結節点であり、東電の生命線
を握る立場にあった。
　この流れを変えたのが、通商産業省
（現・経済産業省）が仕掛けた電力自由

化だった。
　「不磨の大典」と言われた電気事業
法を31年ぶりに改正し、地域独占に安
住する電力業界に風穴を開けたのは、
後に経済産業事務次官となる村田成二
（現・新エネルギー・産業技術総合開発
機構理事長）。94年、資源エネルギー
庁公益事業部長として第1次電力自由
化に取り組み、95年の法改正で発電事
業への新規参入に道を開いた。
　当時、東電社長の荒木も、段階的な
自由化には一定の理解を示していたと
いう。国際的に見て割高な日本の電気
料金が、日本企業の足を引っ張ってい
るという不満が渦巻いていた。財界首
脳を輩出してきた東電として、産業界
の声は無視できなかったのだ。
　村田は官房長になった97年、第2次
自由化に打って出る。料金自由化の第
一歩として大規模工場やデパートなど
大口需要家への小売りを解禁した。

写真左から：社民党/時事、第9管区海上保安本部/時事、陸上自衛隊中央特殊武器防護隊/時事
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関西電力美浜原
発3号機の事故で
は破断した配管か
ら蒸気が噴出した

新潟県中越沖地
震で柏崎刈羽原
発に火災が発生、
黒煙が上がった

福島第1原発の
冷却作業は今も
続いている

4

4

5

5

6

6
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　荒木は自らの後任として、第2次自
由化への対応を任せていた副社長の南
直哉（社長在任1999～2002年）に白羽
の矢を立てた。総務畑からではなく企
画畑からの抜擢は、自由化対応が東電
の最重要課題となったことを如実に示
していた。9電力の中でずぬけた地力
を持つ東電は、時に通産省の代弁者の
ように、業界内の意見調整に奔走した。
通産省にとって、東電は自由化推進に
必要不可欠なパートナーでもあった。
　しかし、蜜月はそう長くは続かない。
2001年、通産省から衣替えした経済
産業省で次官への昇格が視野に入った
村田は「発送電分離」「小売り全面自由
化」を目指す第3次自由化に乗り出す。
　東電が最も抵抗したのは発送電分離
だ。送電網のネットワークを独占する
9電力は、競争相手に割高な送電料金
を強制し、参入障壁になっていた。だ
が、発送電分離は地域独占の根
幹を揺るがしかねない。荒木、
南といえども9電力体制を覆す
大改革には応じられない。
　経産省と電力業界の全面戦争
が始まるはずだった。

　だが、2002年8
月29日、突如として局面
が変わる。福島第1、第2、柏崎刈羽原
発を点検した米技術者の告発で、東電
が原子炉の炉心隔壁（シュラウド）に
ひび割れがあったという記録を改ざん
していたことが発覚したのだ。

そして誰も刃向かわなくなった
　南は9月2日、経産相の平沼赳夫に
「お詫びのしようがない」と謝罪し、徹
底的に事実を究明したうえで引責辞任
する旨を明らかにした。平岩、那須、
荒木らも連座するという激震が東電を
襲った。急遽、社長に昇格したのが勝
俣恒久（社長在任2002～08年、現会長）

である。当時も今も、東電の窮地に登
板できるのは勝俣しかいなかった。
　次官に就任していた村田は、その日
の会見で東電の失態が電力自由化に及
ぼす影響を問われ、こう語っている。
　「今回の事態が自由化、自由化とい
う声の中で、本当に追い立てられて、
それでコスト面からこういう事態を引
き起こしたのかというと、私はそうで
はないと思います」
　これで自由化を止めるわけにはいか
ない。そんな決意表明にも聞こえた。
しかし事態は、村田も予期していなか
った展開を見せる。東電自身が自由化
に耐える余力を失ってしまうのだ。
　電力の安定供給基
盤として定着してい
た原発が次々と停
止。今日と同様、ピ
ーク時の安定供給が
危ぶまれる事態にな
り、発送電分離の前
提が揺らいだ。
　窮地の東電は、総
務部人脈につながる
自民党の「電力族」を
頼った。1998年の
参院選で経団連の組織内候補として当
選し、2期12年務めた元東電副社長の
加納時男は党のエネルギー総合政策小
委員会事務局長として、委員長の甘利

明らを提出者とする議員立法
「エネルギー政策基本法」を2002
年6月に成立させていた。
　この法律には、国のエネルギ
ー政策は安定供給や地球環境へ
の配慮を重視しながら規制緩和
を進めるべきだという基本方針
を掲げ、原発の位置づけを高め
る狙いがあった。
　加納は当時をこう振り返る。
　「発電設備も送電設備も切り

写真中央：共同通信、その他3点：時事通信

2002年、原発のトラブル隠しが
発覚。当時の平沼赳夫・経済産
業相（下写真下）は「言語道断」と
批判し、南直哉社長（左写真中央）
ら歴代首脳が一斉に辞任に追い
込まれた

2007年2月、勝俣恒久社長（右から
2人目）は甘利明・経済産業相（左）
を訪ね、「徹底的に調査して原因究
明に取り組む」と釈明。甘利経産
相は「すべてを洗い出して国民の信
頼を取り戻してほしい」と要請した
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売りしろという議論はセキュリティー
を全く考えていない。電力政策は安定
供給を基本とし、自由化は段階的に進
めるべきであり、一気に全面自由化を

進めるのは危険だ、
と私は主張した。自
民党もそういう意見
だった」
　自民党政権では部
会、政調審議会、そ
して総務会の「事前
審査」を通らない限
り、法案を国会に提
出できない。東電は
村田たちに発送電分
離と小売り全面自由
化を断念させる政治
工作を水面下で展
開。第3次自由化は
部分的な自由化範囲

の拡大にとどめることに成功した。
　第3次自由化の結論をまとめた経産
省の報告書は、家庭も含む小売りの全
面自由化を当面見送るものの、2007
年には再検討する方針を盛り込んだ。
捲土重来を期す村田たちの、せめても
の抵抗だった。だが、それは今に至る
も実現していない。そして今、東電と
事を構える経産官僚はいなくなった。
　2007年2月1日、またしても東電の
原発検査データの改ざんが発覚した。

　この時、勝俣は経産相
になっていた甘利に謝罪
し、徹底解明と原因究明
を約束した。2002年の
南と平沼を想起させる展
開である。3月に判明し
たのは、北陸電力・志賀

原発1号機と東電・福島第1原発3号機
で、過去に核分裂が連続して制御不能
に陥る臨界事故が起きながら、隠蔽し
ていた事実だった。2002年のトラブ
ル隠しよりも憂慮すべき事態である。
3月30日、勝俣は電気事業連合会会長
として電力7社の原発で97件もの不正
が見つかったという報告書を甘利に提
出した。誰もが厳しい処分を予想した。

臨界事故さえ“不問”に付した
　しかし、4月20日、経産省原子力安
全・保安院は、経営陣に重大事故の報
告を義務づけるよう「保安規定」の変
更を命じるなどにとどまり、過去の不

正を事実上“不問”に付した。
　2002年のトラブル隠しでは福島第1
原発1号機を1年間運転停止させたが、
今度は最も深刻だった北陸電にも停止
命令はなかった。甘利は同日の会見で
「今回の定期検査でも、あるいは事案
発生後の定期検査でも安全は確保され
ている」と述べた。原発を止めたくな
い電力会社を利する大甘の処分。度重
なる不祥事にもかかわらず、原発推進
の伏流が途絶えることはなかった。
　2007年7月、新潟県中越沖地震が柏
崎刈羽原発を襲った。耐震設計上の想
定を大幅に上回る震動で、運転中の原
子炉4基が緊急停止。6号機で微量の
放射能を含んだ水が漏れ、3号機の変
圧器で火災が発生し黒煙が上がった。
　今回の福島第1のような大惨事は防
げたが、この時点で原発の耐震設計基
準を超える震災が起きるリスクは再確
認されていた。にもかかわらず、その
反省は役立てられなかった。
　数々の事故と隠蔽と謝罪を繰り返し
てきた東電の歴史は、原発推進派の不
屈の歴史でもある。再起不能かとも思
われる事態に幾度となく遭遇しなが
ら、いつの間にか再起を果たしてきた
東電。だが、高レベルの放射性物質を
まき散らすレベル7の事故を起こした
今回ばかりは、その歴史を繰り返して
はならない。 ＝文中敬称略

写真上・右下2点：時事通信

2007年3月、福島第1原発3
号機で1978年に臨界事故が
起きていたことが発覚、記者
会見で頭を下げる当時の原
発担当者ら

2007年12月、柏崎刈羽原発周辺
の活断層について隠蔽していたこと
を謝罪する当時の武黒一郎副社長
（新潟県庁で、右から2人目）

2011年3月、福島第1原発事故に
関する記者会見で陳謝する勝俣恒
久会長（右写真中央）、武藤栄副社
長（同右）、藤本孝副社長（同左）。
清水正孝社長（上）は4月11日、福
島県庁を訪れ、謝罪した


